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改正労働基準法遵守に向けた
働き方改革の取組

株式会社大林組

2023年6月14日
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建設業、当社の現状

１．
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「建設業の2024年問題とは」

一般業界
2019年4月：働き方改革関連法案が試行

建設業
2024年4月：罰則付きの時間外労働規制が適用

5年間の猶予
・休日出勤や長時間労働が常態化
・働き方改革への対応難易度が高い

・休日の少なさ

・人手不足や工期が短い工事が多い

・昔からの業界の体質が変わらない

・長時間労働させることに抵抗がない

5年間の猶予で解決すべき建設業の課題

私たちの働き方を大きく変えていく必要がある
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1.-1 建設業を取り巻く概況について
【建設業と他産業における年間労働時間比較】

※出典：日建連デジタルハンドブック「労働時間の推移」（厚労省「毎月勤労統計調査」）

建設業

※出典：日建連リーフレット

【建設業における休日状況】

完全週休2日（4週8休）
取れている人

全産業
（平均）

2,032時間（2021年度）

全産業平均より323時間長い

1,709時間（2021年度）

土木工事：57.2％
建築工事：34.3%

他産業では定着している週休2日
が半数程度も取れていない
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1.-1 建設業を取り巻く概況について

【建設労働者数】 【年齢階層別の建設技能労働者数（年齢構成）】

2～3年は凌げたとしても
5～10年後は高齢者が大量

に離職することで、
更なる人材不足が起こる

可能性が高い！

55歳以上が35％
（171.2万人）

10～20代は12％
（58.2万人）

22％減少

土木 建築
<年間>
年間720時間以内

98.0% 92.1% 90.5% 94.6% +0.8% +3.3%

＜複数月平均＞
2-6か月平均80時間以内※

96.0% 89.0% 87.8% 92.2% -1.2% +4.4%

<単月>
月100時間未満※

97.7% 95.8% 95.2% 96.6% -0.5% +3.4%

95.6% 87.0% 84.7% 90.7% -0.4% +5.2%

95.7% 84.3% 82.4% 89.5% +3.3% +7.4%

94.0% 81.3% 78.6% 86.9% +2.0% +8.0%

+0.8% +3.3% +3.3% +2.0%

+6.1% +13.2% +8.5% +8.0%

※ 法定休日労働時間を含む

2021年度実績比

3Q時点実績見込比

原則 特例
2022年度常設現場別達成率

月45時間以内
年間360時間以内

特例制限を除いた達成率（①∼③）

特例（月45時間超）は年6回まで

全基準達成

2021年度
実績比常設

現場
全体

3Q時点
実績比

1.-2 当社の現況について
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改善傾向にはあるものの100%達成は困難な状況
他の指標と比較しても、特例（月45時間超）回数制限の達成率が低く、繁閑度に応じ
てより一層、業務のメリハリをつけることが必須

大幅にオーバーしている人が多いものの、超過時間45～50時間の人も一定数おり、
「月45時間」を習慣づけることが今後は必須

※2022年度のKPI目標値：常設100％、現場90％

出向・派遣を含む全職員

働き方改革に対しての

当社の考え方

２．
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2.-1 当社が考える働き方改革

社員の能力を最大限発揮できる
職場環境を創る

「会社」が成長

10

目標達成のためのプロセス

目的を理解し
主体的に実行

実行しながら
問題点、改善点

を検証

施策を再検討

・生産性向上
・人手不足の解消
・多用な人材の活用
・付加価値の創出
・企業価値の向上
・業績の向上

従業員のメリット会社のメリット

・長時間労働の解消
・適正な労働時間の実現
・多様な働き方の実現
・新たな余暇の創出
・働きがいの向上
・処遇の改善

2.-2 当社が考える働き方改革のプロセス

社員が自発的・主体的に考え実行（＝自分ゴト化）

労使が協力して実行

「ワーク・ライフ・バランス」を充実

「多様な働き方、誰にとっても働きやすい職場」を実現

会社（人事部・各本部）だけでは柔軟性の高い勤務制度の立案・運用は困難

制度・取組等の周知意見を提示

長時間労働の改善

当社の「働き方改革」
の取組について

３．
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・建設DXの推進
・ICT施工（無人化・遠隔化）
・ICTツール
・遠隔臨場
・WEBカメラ
・プレキャスト化
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制度改革休日確保

生産性向上

業務量削減

・業務の棚卸
・ノンコア業務の外注化
・本社支援部門の活用

・働き方改革推進PT
・有給休暇の取得促進
・育児休職制度を改正
・別居者帰省旅費の制度拡充
・時差出勤、時間単位年休の推奨
・テレワークの推進

・4週8閉所の促進
・4週8休の100％取得
・適正な工期確保

・改正労基法の理解促進
・労働時間の理解促進
・適正な勤怠管理の周知
・労働時間の見える化
・今までの働き方からの脱却
・出勤簿の自動立ち上げ

意識改革

3.-1 働き方改革の推進に必要な要素
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１ 環境整備の取組

３．
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2017年9月に社長直轄の『働き方改革推進プロジェクト・チーム』を設置

設置目的：従来の働き方を見直し、長時間労働の削減及び休日取得を促進
することによって、改正労基法を遵守するため

①長時間労働の削減
②休日取得促進を図る
③改正労基法への対応

に向けて各本部が連携し、各種施策の立案・推進を開始

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

ー ー 95%以上 80％以上 90％以上 100% 100%

年度

管理時間

管理指標

年度目標
（現場）

法定時間所定時間

①年間960時間以内

②６か月平均で80時間以内

③単月100時間未満

（45時間の規定は想定せず）

①年間720時間以内

②２∼６か月平均で80時間以内

③単月100時間未満

④月45時間超え年６回まで

【取組ロードマップ】

3.-3-1 環境整備の取組
（１）『働き方改革推進プロジェクト・チーム』を設置
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3.-3-1 環境整備の取組
（２）働き方アクションプラン（取組ロードマップ）

年度毎に各担当部署でマイルストーンを設定し、働き方改革を加速
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１ 目的を理解し、意識を改革し、習慣化する

・「4週8閉所」「適正工期による受注」

・土木本部（変形労働時間制）、設計本部（スーパーフレックスタイム制）の試行

・これまでの取り組みを継続し、定着させよう

・それぞれの働きがいを、一人ひとりが大切にしよう

3 本部・本支店間が連携し、さらなる施策へチャレンジする

2 KPI（＝改正労基法）を正しく理解し、勤怠管理を適正に運用する

・クリアすべき法律（原則と上限規制）を正しく理解しよう

・出勤簿は毎日、入力・承認！勤怠管理システムを有効に活用しよう

3.-3-1 環境整備の取組
（２）働き方アクションプラン

（ 2023年度働き方アクションプラン取組方針：定着の一年）
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3.-3-1 環境整備の取組
（３）働きやすい環境のための制度構築と周知

１ 育児休職制度を改正（2022年４月）と周知

２ 別居者帰省旅費の支給回数を拡充（2022年7月）

別居者が帰省できる環境整備

別居者が帰省しよう！家族を呼ぶために休もう！と思える環境整備
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【今後の取組目標】
2024年度には、100％の現場に
て４週８閉所の実現を目指す！

【取組実績・今後の取組目標】

3.-3-1 環境整備の促進取組
（４）４週８閉所の実現への取り組み

４週６閉所は、現場における自助努力も含め、90％以上の現場にて達成できる状況
が見えてきている

４週８閉所は、現場における自助努力だけでは非常に厳しい状況であり、適正工期
（４週８閉所）での受注を如何に増やしていくのかが今後の課題！

工程に合わせた４週８閉所を前提とした年間閉所予定を作成、適時見直し
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現場における取組方針として、下記２項目を徹底する
安全・品質管理に加え、工程管理も確実に実施し、突貫工事としない
『受注時の閉所設定日数から+２閉所の改善』を意識する

【週休２日（現場閉所）の取組と総労働時間の相関について（建築部門で調査）】

【取組基本方針】

受注時の閉所設定日数とKPIの達成率の関係 現場における取組とKPIの達成率の関係

適正工期受注が出来ている工事事務所ほど、
2024年度基準（KPI）の達成率は高い

現場の取組で、受注時の閉所設定日数より「＋２閉所」
を現場で改善するにつれ、2024年度基準の達成率が高
くなる傾向

3.-3-1 環境整備の促進取組
（４） ４週８閉所の実現への取り組み

２ 意識改革の促進取組

３．
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3.-3-2 意識改革の促進取組
（1）働き方・労働時間への意識改革(法令遵守意識の定着)

３ヶ月に１回の繰り返し教育（eラーニング・テスト）による理解度の向上

3.-3-2 意識改革の促進取組
（1）働き方・労働時間への意識改革(法令遵守意識の定着)

内容を簡潔に１枚にまとめた「１分でわかる！シリーズ」
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3.-3-2 意識改革の促進取組
（1）働き方・労働時間への意識改革(法令遵守意識の定着)

内容を簡潔に１枚にまとめた「１分でわかる！シリーズ」
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3.-3-2 意識改革の促進取組
（２）2024年度基準遵守のための労働時間の見える化

労働時間の実績「残業定期便」の全社員送付と当月勤務状況のリアルタイム明示

24
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（２）2024年度基準遵守のための労働時間の見える化

25

個人単位で、2024年度基準を達成す
るために、『あと、どれくらい残業
することができるのか？』が簡単に
見て分かる仕組み！

工事事務所内の所属員の勤務状況を見える化できる仕組み（SiteCompass）

工事事務所内における勤怠管理を容易に！

【管理画面】

灰色：当月の超過勤務可能時間

緑色：当月に超過した時間

赤色：灰色を超過した時間
（2024年度基準を遵守できていない状況）

【概要】

この職員は、
2024年度の基準を遵守出来ていな
い！

2024年度の基準を遵
守！

3.-3-2 意識改革の促進取組
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3.-3-2 意識改革の促進取組
（３）早く帰る意識付け：１５分チャレンジ週間

一見、大きな削減にはならないように思うかもしれませんが、週にして約1 時
間、月にして約5 時間の労働時間縮減になります

組織・個人単位で「まずは残業時間の縮減を１日15分から始めること」
に意識的に取り組む（年２回実施）
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（４）労働組合との協働

会社の取組・改正労基法など情報を周知し、生の意見を収集、会社と協議

3.-3-1 意識改革の促進取組

３－１

業務改善(生産性向上)
に向けた取組

３．

28
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（１）建設DXの推進

3.-3-3 業務改善(生産性向上)に向けた取組

「建設現場をデジタル化」
するためのツールが必要

レベル１の「建設現場のデジタル化」
を開始しないとDXができない！

ICTツールの普及・展開

建設DXを実現するための第一歩

・生産の各プロセス（調査・測量、設計、施工、検査、維持管理・更新）の見直し

・建設現場の生産性向上・高度化を実現

・建設業のビジネスモデルを抜本的に変革

（１）建設DXの推進

3.-3-3 業務改善(生産性向上)に向けた取組
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（２）ICTツールの普及・展開
～ICTツールの利用率向上を目指して

先端技術推進室

技術企画
部

技術開発
部

ICT生産支援
センター

きめる

つくるつかう

新組織を新設 ICTツールのサポートプロセス

デジコンの現場支援スケジュール

2023年度：新規全現場へデジコンを派遣

3.-3-3 業務改善(生産性向上)に向けた取組

運用イメージ

32

若年者向けの業務マニュアルを整備し、経験したことがない工種でも一定の水準
での業務を可能に！

業務マニュアルの概要

「計画時」「作業前」「作業当日」「作業後」の
４フェーズにおいて、何をすべきなのかをTODO
リストとして整備
タスクに対し、社内技術資料を紐づけ、自身の理
解を深堀出来る仕組みに！
教育用映像コンテンツの充実

ポイント・注意事項
協力会社

打合せ要否
協力会社
指示要否

社内資料（ページ番号は書類内の番号であり、PDFの
ページ番号ではない）

■ 設計図書の確認 ・ 施工範囲、部位の確認 ・施工部位、数量を確認する

・ 材料の確認 ①部位別の仕上げ種類（石種、磨き、厚み、目地、使用金物の材種、ダボ穴充填材等）について確認する

　(※雨掛かり部に使用する場合は注意する）

　(※荷重条件の厳しい床等に使用する場合は、剥離や欠けを生じる可能性があるので監理者に確認する）

②一般物性試験、吸水性、取付金物類の耐久テストの要否について確認する

③目地シールの種類を確認する 図解 施工技術2009　09 防水工事　09-4-1

・ 取付方法の確認 ・湿式、乾式、空積み、ロッキング方式、スライド方式等の種類を確認する

■ 施工計画書の確認 ・ 取付け工法と納まりの確認 ①出隅・入隅の納まり、まぐさ・あげ裏の取付方法を確認する

       ②部位により石材裏面処理方法が異なるか確認する

③水掛かり部及び最下部（根石）への吸水防止材の仕様を確認する 　　　図解 施工技術2009　10 石工事　10-3-1～5

④取付金物の仕様、納まりを確認する 　　　施工計画書ひな型　張り石【標仕H25年版対応】

　(※接着材に頼らない引金物等の脱落防止措置を必ず取り付ける) 　　　技術標準類マップ（No10石工事）

⑤石の裏に水が廻らないように目地シールの箇所を確認する

・ 各材料の所要量の確認 ・施工に必要な材料の数量を確認する

・ 施工品質管理表の確認 ・施工品質管理表を確認し、管理値、時期、頻度を確認する（外壁湿式・内壁空積・乾式・床） 施工品質管理表　石工事

・ 検査のタイミングや記録書式および記録写真撮影要領の確認 ①記録写真の撮影頻度を確認する。記録帳票は施工品質管理表をもとに事前に上司に相談の上、決定する 工事写真撮影要領　P17石工事

■ 手配状況の確認 ・ クレーンの手配 ・荷揚げ用揚重機のセット位置・使用時間等の調整をする ● ●

・ 搬入車両の確認 ・搬入車両の台数、大きさ、入退場時間等を確認する ●

・ 資機材の手配 ①作業に必要な安全設備（作業ブラケット等）が整備されているかを確認する ●

②資材の移動に必要なパレット、台車等の必要台数を確認する ●

・ 搬入車両昇降ルールの周知 ・車両荷台への親綱の設置・安全帯・昇降ステップの使用といったルールを周知する ● ●

・ 【システム】Buildee・directの招待 ・Buildeeを利用して遅滞なく日報入力を行うよう、業者に指示する ● 「Buildeeマニュアル」

・ 【システム】安全書類（グリーンサイト）の提出状況の確認 ・施工体制台帳・作業員名簿などがきちんと提出されているか確認する 「グリーンサイト」

■ 現場業務（品質） ・ 材料検収・写真撮影 ・計画書記載通りの材料かどうかの確認、搬入時に各材料写真の撮影を行う 工事写真撮影要領　P17石工事　

・ 受入試験 ・寸法、厚み、ダボ穴の位置、精度を確認する 施工品質管理表　石工事

■ 現場業務（安全） ・ 作業エリアの安全設備の確認 ①仮設足場の墜落防止設備、落下防止設備に不備がないか確認する ●

②足場上に材料を仮置きする場合は、足場の積載荷重、許容荷重を確認する。また、落下・転倒防止（足場に緊結等）措置を行う

■ 現場業務（工程） ・ 作業工程の確認 ・計画時の工程通りの進捗か確認する。進捗状況により早めに石工の増員や後続の職種の工程の調整を行う ● ●

・ 作業期間中の天候の確認 ・作業期間中の天候を確認する（急な雨対策等も検討） ●

■ 現場業務（環境） ・ 作業中、作業後の清掃確認 ・作業エリアの清掃がきちんと行われていることを確認し、不備がある場合は、再度清掃を指示する ●

・ 産廃ボックスの確認 ・材料が無駄に捨てられていないかを確認するとともに、適宜搬出の手配をする

■ 事務所業務 ・ 写真の整理 ・石工事が完結してからだと写真の撮影忘れ等対応できないので、その日毎に整理し早い段階で回覧する

・ 実施日報（Buildee）の確認　※作業工数の整理 ・その日の出来高、作業員数を記録、確認しておく（後から歩掛算出や支払い、今後の計画、実施状況の妥当性等を確認できる）

■ 協力会社自主検査 ・ 協力会社の自主検査の実施状況を確認 ・職長や協力会社が行った自主検査表を提出させる ●

■ 養生 ・ 養生の実施 ①施工箇所の上部でコンクリート打設や溶接作業を行う場合はシート等にて養生を行う ● ● 図解　施工技術2009　10 石工事　10-4-1

②石材へのテープ貼り（養生テープ等）は石面を汚すものがあるので選定に注意する ● ●

③出隅等破損の恐れのある部分は、塩ビカバー等を取り付け養生を行う ● ●

タスク

計画業務

作業前日までの段取り業務

作業当日の業務

作業翌日以降の業務

計
画
段
階

作
業
前
日
ま
で

作
業
当
日

作
業
後

社内技術資料との紐づけ

（３）若年者向け業務マニュアルの整備（建築で先行）

3.-3-3 業務改善(生産性向上)に向けた取組
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３－２

業務改善(業務量削減)
に向けた取組

３．

33 34

【取組概要】

【課題①】 業務プロセスのバラツキ

店別・現場別で、独自の業務プロセス・ルールが存在し、個別に対応する必要

があることで、生産性が阻害されていないか？

【課題②】 現場のIT環境にバラツキ

現場予算の都合等の影響もあり、全員がデジタル化の恩恵を受けられず、生産

性のバラツキを生じさせている可能性はないか？

【課題③】 作成すべき書類にバラツキ

社内ルールをゼロベースで見直し、過剰業務を削ぎ落しすることで、これまでの「当たり
前」からの脱却を図るプロジェクト！

店別・現場別で、過剰に作成している書類・ルールが存在し、必要以上に書類を
作成する必要があることで、生産性が阻害されていないか？

社内の標準ルールにおいても、不必要な書類を作成していないか？見直す余地は
ないのか？

（１）業務の棚卸（業務引き算プロジェクトの推進）

3.-3-4 業務改善(業務量削減)に向けた取組

35

（２）ノンコア業務の外注化（アウトソーシング）

3.-3-4 業務改善(業務量削減)に向けた取組

労働時間縮減においても職員が職員の仕事に集中できる体制構築
ノンコア業務の外注化で獲得した時間で１つ上の業務を行える環境づくり

ノンコア業務
・紙データのデジタル入力作業、

図面修正の補助的業務、ファイル整理等

本来行うべき業務
（コア業務）

本来行うべき業務
（コア業務）

ノンコア
業務

主任

係員

ノンコア業務

事務、CAD

現場派遣

建設補助員

本来行うべき業務
（コア業務）

工事長

改正労基
上限規制

ノンコア業務

ノンコア
業務

主任

係員

現場派遣

工事長

本来行うべき業務
（コア業務）

本来行うべき業務
（コア業務）

ノンコア
業務

ノンコア業務

事務、CAD

建設補助員

本来行うべき業務
（コア業務）

上位
業務

業務移管

上位
業務

業務移管

改正労基
上限規制

上位
業務

建設補助員の活用イメージ

・本来行うべきコア業務へ集中
・現場の安全、品質管理強化
・上位職級の業務の遂行

今後の目標

４．

36
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４．「働き方改革」から「働きがい改革」へ
【業界としての取組が必須】

「建設業界で絶対に働きたい」と思わせる働きやすい環境を整備し、
魅力的な職場にすることが重要

①若手入職者は4週8閉所を強く希望（担い手確保のため）
週休2日制を当たり前にするための「適正な工期設定」
※民間発注者の案件で休日確保、工程の設定で厳しい状況あり
休日を考慮した工事費の見直しを官民問わず進めて頂きたい

②業務の種類・量の削減や簡素化

③ 生産性向上の加速
設計段階から新技術・新工法・プレキャスト化など積極活用
ICT（ツール・ASP含む）の積極活用

④ 建設業界のイメージアップに向けた広報強化
建設業本来の面白さ・建設業の将来像を知ってもらう

ご静聴ありがとうございました


